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平成22年７月

公共サービス改革法に基づく民間競争入札の導入について

～道路、河川・ダムにおける発注者支援業務等～

１．総論

（１）導入方針

国土交通省では、以下に示す業務について、平成23年度から全ての契約を、競

争の導入による公共サービスの改革に関する法律に基づく民間競争入札（以下「民

間競争入札」という。」）により実施する。

〈平成23年度から民間競争入札を実施する業務〉

○発注者支援業務

積算技術業務

工事監督支援業務

技術審査業務

○公物管理補助業務

道路巡回業務

道路許認可審査・適正化指導業務

河川巡視支援業務

河川許認可審査支援業務

ダム・排水機場管理支援業務

○用地補償総合技術業務

（２）民間競争入札導入の意義

上記の業務については、これまでも透明性、競争性が確保されるよう取り組ん

できたところであるが、民間競争入札の実施にあたっては、内閣府に設置された

第三者委員会である、「官民競争入札等監理委員会」による入札参加要件等の審議

を経た上で実施要項を定め、実施要項に基づく手続きにより落札した民間事業者

と契約することとされている。

この審議を経ることにより、更なる透明性、競争性の確保が期待される。また、

複数年度契約の導入により、民間の創意工夫等が期待される。
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（３）契約期間の設定について

①基本的な考え方

民間競争入札の実施にあたり、平成２３年度より複数年度契約を導入をす

るが、その導入業務数は②に示す理由から、段階的に増やしていくこととす

る。契約期間は平成23年度から１年以内又は１年を超える期間とする。

複数年度契約の契約期間は、基本的に２ヶ年度とするが、より長期的な契

約期間を設定するため３ヶ年度の契約期間の導入についても検討する。

また、今後、業務実施状況を検証し、最適な契約期間について検討を行う。

②複数年度契約の段階的導入について

発注者支援業務及び公物管理補助業務における複数年度契約については、

民間事業者の競争参加機会を毎年度平準的に確保する観点から平成23年度か

ら段階的に導入する。これにより、平成23年度業務の入札結果や履行状況を

検証し、平成24年度以降の発注業務の実施要項に反映、逐次改善することも

可能となる。
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２．各論

（１）業務内容

各業務の業務内容は、別紙に示すとおりである。

（２）実施対象業務の事業量

平成23年度から民間競争入札を実施する各業務の発注件数等については未確定

であるため、平成21年度の契約実績を下表に示す。

平成21年度契約実績
業務名

契約件数 契約額（億円）

発注者支援業務 １，４０９ ５０８．５

積算技術業務 ３６３ １５６．５

工事監督支援業務 ８７２ ３２０．８

技術審査業務 １７４ ３１．２

公物管理補助業務 ６７０ ２０８．６

道路巡回業務 ９１ ３１．３

道路許認可審査・適正化指導業務 ２４６ ７７．５

河川巡視支援業務 １６３ ３９．９

河川許認可審査支援業務 ２９ ４．９

ダム・排水機場管理支援業務 １４１ ５５．１

用地補償総合技術業務 １２０ ３０．８

合 計 ２，１９９ ７４７．９

＊１．導入対象の官署は、東北、関東、北陸、中部、近畿、中国、四国及び九州の各地方整

備局、北海道開発局並びに内閣府沖縄総合事務局管内の各事務所等。

＊2．上表の平成21年度契約実績における、道路巡回業務については、工事と一体に発注

契約されているものを除く。
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（３）各業務の契約期間の設定方針

①発注者支援業務

発注者支援業務の各業務の業務量は、工事発注量や工事内容により変動す

るため、業務発注時点においては、複数年度契約の２年目以降の業務量を予

見することが困難である。このため、平成２３年度は、業務量の変動に対す

る課題等を検証できる程度の業務数で２ヶ年度の複数年度契約を導入する。

したがって、平成２３年度は４割程度の業務数で複数年度契約を導入し、

平成２４年度以降は、平成２３年度の検証結果から単年度契約又は複数年度

契約の方針等を決定する。

②公物管理補助業務

公物管理補助業務は、平成23年度は全体業務数の半数程度で基本的に２ヶ

年度（３ヶ年度についても検討）の複数年度契約を導入し、平成24年度から

原則として全ての業務で複数年度契約を導入する。

③用地補償総合技術業務

用地補償総合技術業務の業務量は、地元状況や権利者の属性等に大きく左

右されるため、翌年度の業務量を明確に予見することは困難なものが多い。

このため、複数年度契約が可能と考えられる業務について、課題等の検証を

行いながら複数年度契約を導入する。

したがって、平成２３年度は複数年度契約が実施可能な業務について複数

年度契約を実施し、平成２４年度以降は、平成２３年度の検証結果から単年

度契約又は複数年度契約の方針等を決定する。



発注者支援業務（積算技術業務） 

業務の目的 国交省職員が円滑かつ的確に工事の予定価格を算出できるよう支援すること。

 別 紙  

業務の目的 

業務内容 

国交省職員が円滑かつ的確に工事の予定価格を算出できるよう支援すること。 

① 図面及び特記仕様書の作成 

② コンクリート量や掘削量など、工事数量の集計 

予定価格作成の流れ 

詳細設計 ・構造計算等を行い図面を作成 

発注方針の決定 
・発注する区間や順序などを決定

［発注者］ 

［設計業務受託者］ 

発注図書 
の作成 

発注する区間や順序などを決定

・特記仕様書、工事図面
等の発注図書を作成 ［業務受託者］ 

（工事数量の集計） 積算技術業務 

工事数量 
の集計 

・コンクリート量などの工
事数量を計上・集計 

［業務受託者］ 

発注図書の確定 ［発注者］ 

予定価格の作成 ［発注者］ 

入札・契約 
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 発注者支援業務（工事監督支援業務 ） 
業務の目的 国交省職員が円滑かつ的確に工事の契約事項の履行確認ができ、的確に施工業務の目的 

業務内容

業者との協議等ができるよう支援すること。 

①工事の節目ごとに、工事目的物の寸法、位置、使用する材料の材質等について
の 適否の確認及び 監督員への報告

工事の施工管理の流れ

業務 容 の、適否の確認及び、監督員への報告 
 ②施工業者から提出される資料と現場状況の照合及び、設計変更協議用資料の作

成 

工事の施工管理の流れ

業務受託者

業務受託者 
工事発注 

業務受託者

［発注者］ 施工業者との協議 

工事監督支援業務 

（根固めブロックの材料確認） （河川護岸用かごマットの材料確認） 
・施工状況の確認 

（材料確認・立会等） 
 

・監督員への報告

［業務受託者］ 

業務受託者 業務受託者 ・監督員への報告
 

・設計変更資料作成 

（設計変更協議用資料の作成） （現場状況の照合を実施） 

工事完成検査 

目的物の引き渡し 

［発注者］ 
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発注者支援業務（技術審査業務） 

業務の目的 国交省職員が円滑かつ的確に入札参加希望者から提出された技術資料について、業務の目的 

業務内容 

技術評価をできるよう支援すること。 

①技術資料（技術提案、過去の工事実績、配置予定技術者等）の確認 
②工事実績や配置予定技術者の資格・経験等の照合② 事実績や配置予定技術者の資格 経験等の照合

③技術評価のための審査資料作成 

（審査資料の作成）
入札契約手続きの流れ 

公告（公募） 

応 募 

［発注者］ 

［工事入札参加  ・技術提案書 

（審査資料の作成）

希望者］

（技術資料の提出） 

受 付 

・技術資料の確認 

［発注者］ 
 ・工事実績、配置予定技術者等 

技術審査業務 

希望者］

・工事実績、資格・経験等の照合 

審査資料作成 
・技術資料の分析・整理 

・技術評価の審査資料作成

［業務受託者］ 

［業務受託者］ 

確認・照合 

技術評価の審査資料作成 

 
技術評価 入 札 

［発注者］ ［工事入札参加希望者］ 

［発注者］ 総合評価 

落札者の決定 ［発注者］ 
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公物管理補助業務（道路巡回業務）   

 当該業務は、道路が常時良好に保たれるよう、道路及び道路の利用状況を把握し、道路に異常を確
認した際の報告や交通に影響を与える落下物処理、不法占用等に対して適宜の措置を講ずることを目
的 

異常の事例  落下物等、路面の状況（わだち、段差）、排水施設（グレーチング蓋の凹み）、 
交通安全施設（ガードレール・歩道柵の損傷）、街路樹（倒木）、等           交通安全施設（ガ ドレ ル 歩道柵の損傷）、街路樹（倒木）、等

落下物の処理 

路面の異常箇所の把握 

徒歩等巡回による 

歩道の点検 

道路の不法占用 

不正使用の点検 

道路上落下物の処理 
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当該業務は 各種申請書類 審査 指導 道路 不正使用 不法占用 指導取締り 境界確認申請

公物管理補助業務（道路許認可審査・適正化指導業務） 

当該業務は、各種申請書類の審査・指導、道路の不正使用、不法占用の指導取締り、境界確認申請
審査・現地立会い、特殊車両通行の指導取締り等の支援を目的 

各種申請書類の審査・指導及び施行状況確認の補助 道路の不正使用、不法占用に係る指導取締りの補助各種申請書類の審査 指導及び施行状況確認の補助

申請書類と道路関係法令
等との照合及び施行状況

確認

道路の不正使用、不法占用に係る指導取締りの補助 

歩道上の不法占用物件、放
置自転車等についての状況

の確認

道路法第２４条（道路工事施行承認）

置自転車等についての状況
の把握・指導状況の記録 

境界明示、確定に係る立会い、審査等の補助道路法第２４条（道路 事施行承認）
  ○自動車乗り入れのための歩道切り下げ工事 等 
道路法第３２条（道路の占用の許可） 
  ○電柱、水道管、下水道管、ガス管その他これらに類する施設 等 
道路法第２２条・第５８条（道路損傷復旧） 

歩道と民地の境界について、
地元地権者と現地立会いを

境界明示、確定に係る立会い、審査等の補助

  ○交通事故などにより道路付属物に損害を与えた場合 等   

道路法第４７条の２（特殊車両通行許可） 
  ○特殊車両通行許可申請受付・審査の補助 等    

地元地権者 現地 会 を
行い、境界を確認 

特殊車両通行の指導取締りの補助 

対象車両の諸元（重さ、長さ、高さ、幅）を計測。対象車両の諸元（重さ、長さ、高さ、幅）を計測。
計測結果と関係書類との内容を照合し、状況を記録。 
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公物管理補助業務（河川巡視支援業務）   
具体的な業務内容

 本業務は、河川が常時良好に保たれるよう、管理する区域（河川区域、河川予定地、河川保全区域）
を日常的に巡視することにより、その時の状況を把握し、河川の異常・変状及び不法占用等の状況を河
川監理員 確 報告 記録するととも 河川監理員 指 もと 必要な措置を講ずるも ある

具体的な業務内容

川監理員に正確に報告・記録するとともに、河川監理員の指示のもと、必要な措置を講ずるものである。 

違法行為の発見の補助施設の状況の確認の補助 空間利用状況の確認の補助 自然環境の状況の確認の補助   
①流水の占用状況 
②土地の占用状況 
③土地の形状変更等状況 
④ゴミ・汚水の排出の状況 
⑤保全区域・河川予定地におけ

①堤防の状況 
②堰・水門等構造物の状況 
③護岸・根固及び水制の状況 
④許可工作物の状況 
⑤河道の状況

①河川敷ゴルフ等の危険行為
の状況 
②ラジコン・モトクロス等の利用
状況 
③不定住者等の生活の状況

①河川の水質に関する状況 
②季節的な自然環境の変化 
③自然保護上重要な生物の生
息状況           等 

違法行為の発見の補助施設の状況の確認の補助 空間利用状況の確認の補助 自然環境の状況の確認の補助 

⑤保全区域・河川予定地におけ
る状況           等 

⑤河道の状況
⑥安全施設の状況     等 

③不定住者等の生活の状況
④イベント等の利用状況   等 

不定住者の確認 不法桟橋の確認 河川の巡視状況 

不法投棄物の発見 構造物等の異常の発見 水質事故の発見 
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公物管理補助業務（河川許認可審査支援業務） 
具体的な業務内容

１）許認可に関する補助 

  ○河川関係法令に基づく申請書類の受領・審査補助を行う。 
受 理：申請書類が整っているか 必要事項が記載されているかの確認

具体的な業務内容

     受 理：申請書類が整っているか、必要事項が記載されているかの確認
     審 査：申請内容の把握、各種法令・基準等に適合しているかの確認 
  以下のような事案の審査にあたり、河川管理者が行う禁止・制限・許可の判断材料を提供する。   
   ・河川敷地の利用の届け出（自由使用） 

・河川敷地の占用 工作物の設置等の申請行為（河川法第24・26条関係）   ・河川敷地の占用、工作物の設置等の申請行為（河川法第24・26条関係）
   ・河川保全区域での行為に対する申請（ 河川法第55条）  
 
２）現地確認に関する補助 

○許可工作物等が申請通り施工されているか現地においての監督業務 段階確認 また完成検査の補助業務

申請書類の審査状況 

 ○許可工作物等が申請通り施工されているか現地においての監督業務・段階確認、また完成検査の補助業務。   
 ○沿川住民からの官民境界の確定作業における登記簿等関係資料の調査及び現地立ち会いの補助業務。 
 
３）苦情・問い合わせ等に関する補助 

○苦情 問い合わせを受付し 現地確認等状況を把握し 河川管理者 の報告 ○苦情・問い合わせを受付し、現地確認等状況を把握し、河川管理者への報告。
   
４）台帳整備等に関する補助 
 ○河川管理上必要な、各種台帳、附図などの点検、修正、整備。 現地における官民境界確定立会状況 

 
５）危機管理対応に関する補助 
 ○出水・地震等危機管理への対応の補助。 

情報伝達状況 許可工作物検査立会い状況 
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公物管理補助業務（ダム・排水機場管理支援業務）   
具体的な業務内容具体的な業務内容

 本業務は、ダムや排水機場等を管理する上で必要な巡視点検、ゲート操作、気象水象等の観測記録
及びダム管理資料整理等の業務の補助を行う。 

１．巡視点検の補助 
・ダム堤体、貯水池等の巡視、点検及び記録 
・ダム放流設備など機械設備の巡視 
・電気、通信設備等の巡視 
 
２．ゲート操作の補助 
・ダム放流時の関係機関等への連絡 貯水池巡視（湖内） 放流設備点検ダム放流時の関係機関等 の連絡

・ダム放流のためのデータ収集整理 
・利水補給のためのデータ収集整理 
・ポンプ操作の補助 

放流設備 検

              
３．気象・水象等の観測記録の補助 
・ダムで観測しているデータ（気象・水象・漏水量・揚圧力 
・変位量 等）の情報収集・計測・観測 ダム操作補助 堤体観測（揚圧力） 
 
４．ダム管理資料整理の補助 
・ダム操作記録、出水記録等の作成整理 
・気象・水象・漏水量等の観測データの整理 
 
 

排水機場の操作補助 排水機場 
- 8-



用地補償総合技術業務 

業務の目的 

■公共事業の事業効果の早期発現のためには、用地取得の円滑化・迅速化を図り、用地取得期間を短縮するこ
とが不可欠であるとが不可欠である。 

■本業務は、事業に必要な土地の取得及びこれに伴う損失の補償に関する公共用地交渉等を行い、当該事業
の用地取得の早期進捗を図るものである。 

公共用地取得事務の流れ 

具体的な業務内容 

用地補償総合技術業務の範囲 

補
償
金
額
算

準
等
と
の

公
共
用
地

公
共
用
地
交

権
利
者
に
対
す

土
地
の
測
量

土
地
や
建
物

土
地
及
び
建事

業
契

移
転
履
行

取
得

定
書
の
損
失
補

の
適
合
性
の
照
合

交
渉
方
針
の
策

交
渉
用
資
料
の
作

す
る
公
共
用
地

の
実
施 

量
・
建
物
等
の
調

物
の
権
利
者
の
調

物
等
移
転
料
の

業
説
明
会 

契
約
締
結 

行
状
況
の
確
認

用
地
の
管
理 

補
償
基

合 策
定 作

成 

地
交
渉

調
査 

調
査 

の
算
定 

認 
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